







2006 年に Eurostat と OECD の共同プロジェクトとして開始された Entrepreneurship 
Indicators Programme (EIP)は、enterprise（企業）、local unit（事業所）（１）を統計単位とする
データベースであるビジネス･レジスターに基づく動態分析として、開業率、廃業率を中心とする国
際比較を行ってきた。これは今日 Business Demography という学問領域に係る研究として経済
学の分野でも注目されている。 














本稿は、2011 年 1 月、2012 年 1 月、2013 年 1 月末日現在の 3 組のデータセットを用いて、
各 1 年間の域内の事業所の異動状況を推計したものである。 
なお、本研究は、経済協力開発機構（OECD）が企業動態（business demography）に関す


















に、原データセットを N_orig、またクリーニング済データセットを N_clnd と表示する。また、デー
タの参照時点の明示が必要な際には、例えば 2011 年 1 月データを N_orig(11)のように西暦年
次の末尾２桁を括弧付で表記することにする。なお、表１は、電話番号のクリーニングから得られ
る項目一覧と原データ N_orig(*)、クリーニング済データ N_clnd(*)の関係を示したものである。 
 























































合（３パターン）、完全非照合の合計８のパターンに分かれる。   
（ⅰ）完全照合 （カテゴリーA） 
〔A〕 ３変数とも照合 





     タウンページに掲載する事業所表記の変更 
〔D〕住所のみ変更 
























元とした場合の完全非照合 I に準じるものとして If とした。一方、N_clnd(t+1)に含まれるカテ
ゴリーF については、同様には N_clnd(t)を照合元とした際の完全非照合 H に準じるものとし








































後者を Hg として、以下の分析において取り扱うことにした。 
（ⅳ）完全非照合 （カテゴリーH、I） 
完 全 非 照 合 の レ コ ー ド に は 、









































N_clnd(11)と N_clnd(12)との照合によって各カテゴリーに類別されたうち H に属する 545 事
業所（Hf (5)、Hg (155)を含む）に対しては「開業調査票」によって、一方、I に属する 1,144 事
業所（If (5)、Ig (218)を含む）に対しては「異動調査票」によるアンケート調査を 2012 年 5 月下
旬に実施した。また、N_clnd(12)と N_clnd(13)との照合によって各カテゴリーに類別されたもの
のうち H に属する 1,014 事業所に対しては「開業調査票」によって、一方、I に属する 998 事業
所に対しては「異動調査票」によるアンケート調査を 2013 年 5 月下旬に実施した。表４は、それ
らの調査による各調査票の回収状況を示したものである。 
　　　　　　＜開業調査票＞ 　　　　　　＜異動調査票＞
2012年調査 2013年調査 2012年調査 2013年調査
新規開業 91 152 廃業 91 66
市外から移転 15 37 市外移転 17 12
市内で移転 27 50 市内移転 10(*) 19
新規掲載 5 10 掲載中止 44 62
電話の変更等 電話の変更等 34(*) 24
（小計） 138 249 電話使用中止 2
宛先不明により返送 27 23 （小計） 196 185
非回答 380 742 宛先不明により返送 422 268
（小計） 407 769 非回答 526 545
























 ところで、「開業調査票」による調査に関して、宛先不明による返送が 2012 年調査では 27 件、
2013 年調査でも 23 件あった。この宛先不明による「開業調査票」の返送については、(a)参照
期間（2012 年調査に関しては 2011 年 2 月～2012 年 1 月、また 2013 年調査に関しては 2012














査票に関して非回答（2012 年調査 380 件、2013 年調査 746 件）と同様の取り扱いが適当であ
る。それと同時にこの種の事業所は、「異動調査票」による調査対象ともなるべき側面を併せ持っ
ている。すなわち、1 年以内に事業所の異動事由もまた併せて経験しているのである。 















































占める新規開業の比率（2012 年調査では 0.659、また 2013 年調査では 0.633）を乗ずることで
これらの中に含まれると考えられる新規開業数を推計した。 




























































の移転事業所の割合(2012 年調査では 0.109、また 2013 年調査では 0.154)をそれぞれ非回






市域内での移転事業所の割合(2012 年調査では 0.196、また 2013 年調査では 0.208)をそれ
























































（2012 年調査では 0.087、2013 年調査では 0.065）をそれぞれ乗じることで追加的な市域が移
転事業所とした。さらに、N_orig(12)と N_orig(13)のデータクリーニング結果から、八王子市の
局番 (042-6)以外の他の市区町村の局番の固定電話番号を案内しているケースがそれぞれ、
28 件、14 件得られた。 
その結果、市域外への移転事業所の推計件数は、2011 年 2 月～2012 年 1 月と 2012 年 2



















































 表 10 は、タウンページのデータクリーニング、データ照合、さらには「開業調査票」、「異動調査
票」による調査結果に基づいて行った八王子市域における 2011 年 2 月～2012 年 1 月と 2012




         表１０　事業所の開・廃業、移転に関する推計結果（総括表）
市域外より 市域内 市域外へ 市域内
2011.2-12.1 359 980 59 300 127 251










かし表１０によれば、参照期間 2011 年 2 月～2012 年 1 月については開設数 300 に対して閉


























 そこで本稿では、各参照期間の出発時点である 1 月末日現在のタウンページデータのクリーニ
ングの結果 N_clnd(11)、N_clnd(12)とされた件数 15,178 と 15,355 に市域内の転送番号案内
の件数 37 と 30 をそれぞれ加えた件数、すなわち参照期間 2011 年 2 月-2012 年 1 月につい




         表１１　事業所の開業率、廃業率、移転率
市域外より 市域内 市域外へ 市域内
2011.2-12.1 2.4 6.4 0.4 2.0 0.8 1.6




新規開業率 廃業率 移転による開設率 移転による閉鎖率
 
       
６．事業所の開業率と廃業率に関する既存統計との比較 
『白書』（2011 年版）は、2009 年経済センサス-基礎調査による事業所の開・廃業率について、
2006-9 年の年平均値として開業率を 2.6%、また廃業率については 6.4%を与えている〔中小企
業庁(1) 180 頁第 3-1-2 図〕。 
参照期間はことなるものの、これらを表 11 の推計結果と比較してみると、2012 年 2 月-2013
年 1 月の 1 年間については開業率が 1.5%ほど経済センサスの結果が低く、廃業率は逆に 3%
ほど高くなっているものの、2011 年 2 月-2012 年 1 月の 1 年間については、結果数字は開・廃
業率とも極めて類似した値となっている。 
ちなみに、2001 年、2004 年事業所・企業統計調査による 2001-2004 年、2004-2006 年の
年平均廃業率はそれぞれ 6.4%、6.5%であり、2009 年経済センサス-基礎調査による数値とほ
ぼ同一のレベルである。これに対して開業率の方はそれぞれ 4.2%、6.4%と経済センサスが与え




























の開業率、廃業率に比較的近い結果数値が得られた。なお、2011 年 2 月～2012 年 1 月と
2012 年 2 月～2013 年 1 月という二つの参照期間について今回得られた結果を比較してみると、
2011 年から 12 年にかけて開業率の上昇、廃業率の低下が認められる。2011 年には東日本大
震災（2）もあり、全国の企業倒産件数が前年の 11,658 件から 12,734 件へと増加している。倒産













(2)2011 年の東日本大震災関連倒産は年間 543 件とされている。（東京商工リサーチホームペ
ージ http://www.tsr-net.co.jp/news/status/yearly/1215980_1633.html 参照） 
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